
  都 市 整 備 局 

 

第１ 審 査 の 概 要 

  １  審査の対象 

  （１）一般会計 

  （２）特別会計 

        都営住宅等事業会計 

      都営住宅等保証金会計 

      都市開発資金会計 

多摩ニュータウン事業会計 

      市街地再開発事業会計 

      臨海都市基盤整備事業会計 

  （３）財  産 

 

  ２  実地審査場所 

      都 市整備局 

          

  ３  審査の方法 

      知事から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、都市整備局執行分を審査した。 

   審査に当たっては、 

  （１）決算計数は正確であるか 

  （２）予算の執行は、適正かつ効率的になされているか 

  （３）財産の取得、管理、処分は、適正に処理されているか 

  などに主眼を置き、決算書等及び証拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算について 

  の説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第２ 審 査 の 結 果 

  １ 決算計数について 

     審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書及び実質

収支に関する調書の計数は、誤りのないものと認められる。 

   なお、財産に関する調書の計数については、次のとおり、その一部に誤りが認められた。 
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（１）財産管理 

   ア 公有財産について 

   ＜無体財産権＞  

    （ア）著作権１件（賃貸住宅トラブル防止ガイドライン）が登載漏れとなっている。 

 

２ 事業執行等について 

   特に意見を付する事項はない。ただし、収入未済については、〔第２  審査の結果  ２  事業執

行等に関する意見（全体意見）〕のとおりである。 

 

第３  決算の概要 

  １  歳入歳出決算の状況 

  （１）一般会計 

    ア 歳 入                              （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金 2,245,044          854,467 △   1,390,576    38.1 

使用料及手数料 1,553,296       1,386,652 △    166,643     89.3 

国 庫 支 出 金     26,059,938       26,905,971        846,033    103.2 

財 産 収 入      7,511,192        3,456,904 △   4,054,287      46.0 

繰  入  金       1,318,144       1,338,269          20,125    101.5 

諸  収  入 32,913,851      33,128,264          214,413     100.7 

 

計       71,601,465      67,070,529 △    4,530,935    93.7 

 

       歳入は、第６款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額７１６億１４６万余円、収入済額

６７０億７，０５２万余円、比較減額４５億３，０９３万余円、収入率９３．７％である。 

       歳入の主な内容は、 

   ・使用料及手数料のうち、建設業許可等の都市整備手数料      １３億７，６９５万余円 

   ・国庫支出金のうち、市街地再開発費等の都市整備費国庫補助金 

                                  ２５７億４，６２４万余円 

   ・財産収入のうち、都営住宅敷地等の不動産売払収入          ３１億２２３万余円 

・諸収入のうち、首都高速道路公団等からの都市整備費貸付金元利収入 

                  ３２６億９，６３０万余円 

である。 

       なお、第９款財産収入（項：財産運用収入、項：財産売払収入）において、収入未済額（５

０万余円）が、第１２款諸収入（項：貸付金元利収入、項：弁償金及報償金、項：雑入）にお

いて、不納欠損額（５，１５７万余円）及び収入未済額（６億４，６４８万余円、うち生活再

 - 75 -



建資金貸付金２億８，８５８万余円、住宅資金貸付金２億１，８１２万余円）が生じている。 

 

     イ  歳 出                             （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

都 市 整 備 費   267,790,719   239,236,313 8,025,866 20,528,539   89.3 

諸 支 出 金      294      293 0 0     99.7 

計  267,791,013  239,236,607 8,025,866 20,528,539 89.3 

 

        歳出は、第５款都市整備費及び第１７款諸支出金の２款で、６項２４目に区分し執行してお

り、予算現額２，６７７億９，１０１万余円、支出済額２，３９２億３，６６０万余円、翌年

度繰越額８０億２，５８６万余円、不用額２０５億２，８５３万余円、執行率８９．３％であ

る。 

      主な執行内容は、 

   ・首都高速道路公団出資金等に要したもの 

         （項）都市基盤整備費 （目）都市基盤施設等助成費  ７８６億６，７５０万余円 

        ・都市改造事業に要したもの 

         （項）市街地整備費   （目）都市改造費         ６９０億４，４１２万余円 

      ・都営住宅等事業会計への繰出金等に要したもの                    

      （項）住宅費     （目）管理費          １６９億９，２４２万余円 

      ・優良民間賃貸住宅等利子補給助成事業及び民間住宅助成事業に要したもの 

        （項）住宅費     （目）民間住宅対策費      ９７億１，７８９万余円 

   ・都民住宅の供給助成に要したもの 

        （項）住宅費     （目）都民住宅供給助成費   １７２億９，０５４万余円 

である。 

翌年度繰越は、繰越明許費８０億２，５８６万余円で、主な内容は、首都高速道路公団に対

する貸付金及び都市改造事業に要する経費である。 
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（２）都営住宅等事業会計 

     ア  歳 入                                                         （単位：千円、％） 

科 目 （款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金 65,633 63,552  △      2,080 96.8 

使用料及手数料 78,487,363 74,934,508 △   3,552,854 95.5 

国 庫 支 出 金 46,731,361 40,189,096 △  6,542,264 86.0 

財  産  収  入 1,052,720 1,023,844 △      28,875 97.3 

繰    入    金 22,859,749 20,068,853 △    2,790,895 87.8 

諸    収    入 4,139,379 4,571,304         431,925 110.4 

都          債 28,501,000 17,904,126 △   10,596,873 62.8 

繰    越    金 185,095 951,426       766,331 514.0 

計 182,022,300 159,706,712 △   22,315,587 87.7 

 

歳入は、第１款分担金及負担金ほか７款であり、予算現額１，８２０億２，２３０万円、収

入済額１，５９７億６７１万余円、比較減額２２３億１，５５８万余円、収入率８７．７％で

ある。 

歳入の主な内容は、 

・使用料及手数料のうち、都営住宅等の使用料           ７４９億３，４３０万余円 

・国庫支出金のうち、公営住宅管理事業等の国庫負担金       ２９５億７，０６０万余円 

・繰入金のうち、一般会計からの繰入金                  １６１億５８５万余円 

・都債                               １７９億４１２万余円 

である。 

なお、第２款使用料及手数料（項：使用料）において、不納欠損額（５億５，３２０万余円）

及び収入未済額（３１億８，９９９万余円）が、第４款財産収入（項：財産運用収入）におい

て、不納欠損額（４７万余円）及び収入未済額（５６７万余円）が、第６款諸収入（項：貸付

金元利収入、項：雑入）において、不納欠損額（３，７８２万余円）及び収入未済額（４億３，

４５０万余円、うち退去時の原状回復に係る居住者負担金１億７，２２７万余円）が生じてい

る。 

 

イ  歳 出                              （単 位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

都営住宅等事業費 182,022,300 158,087,398 11,365,200 12,569,701 86.9 
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歳出は、第１款都営住宅等事業費で１項５目に区分し執行しており、予算現額１，８２０億

２，２３０万円、支出済額１，５８０億８，７３９万余円、翌年度繰越額１１３億６，５２０

万円、不用額１２５億６，９７０万余円、執行率８６．９％である。 

        主な執行内容は、 

・都営住宅等の管理運営に要したもの 

      （項）都営住宅等事業費  （目）住宅管理費       ３６１億８，９６２万余円 

      ・公営住宅建設等に要したもの 

      （項）都営住宅等事業費  （目）住宅建設費       ５６４億８，４３２万余円 

      ・公債費会計及び都営住宅等保証金会計への繰出金 

      （項）都営住宅等事業費  （目）特別会計繰出金     ５５０億２，６４４万余円 

   である。 

 翌年度繰越は、繰越明許費１１３億６，５２０万円で、公営住宅建設等に要する経費である。 

 

（３）都営住宅等保証金会計 

     ア  歳 入                                                       （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増（△）減額 収 入 率 

保証金収入 552,000 508,087 △       43,912 92.0 

繰  入  金 2,671,000 2,670,800 △           200 100.0 

諸  収  入 1,000 632 △           367 63.2 

繰  越  金 2,849,000 2,905,502 56,502 102.0 

計 6,073,000 6,085,021 12,021 100.2 

 

歳入は、第１款保証金収入ほか３款であり、予算現額６０億７，３００万円、収入済額６０

億８，５０２万余円、比較増額１，２０２万余円、収入率１００．２％である。 

歳入の主な内容は、 

・繰入金のうち、都営住宅等事業会計からの貸付金元金返還繰入金       ２５億８００万円 

である。 

なお、第１款保証金収入（項：住宅保証金収入）において、収入未済額（１０８万余円）が

生じている。 

 

     イ  歳 出                                （単位：千円、％） 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

返  還  金 625,000 555,185             0 69,814 88.8 

繰  出  金 3,963,000 3,963,000             0 0    100 

計 4,588,000 4,518,185             0 69,814 98.5 
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歳出は、第１款返還金ほか１款で２項４目に区分し執行しており、予算現額４５億８，８０

０万円、支出済額４５億１，８１８万余円、不用額は６，９８１万余円、執行率９８．５％で

ある。  

        主な執行内容は、 

      ・都営住宅退去者に対する保証金返還に要したもの 

      （項）住宅保証金返還金 （目）都営住宅保証金返還金      ４億５，９６９万余円 

      ・都営住宅団地環境整備等の経費として都営住宅等事業会計への貸付けに要したもの 

      （項）繰出金        （目）都営住宅等事業会計繰出金    ３９億６，３００万円 

      である。 

 

 （４）都市開発資金会計 

     ア  歳 入                                                       （単位：千円、％） 

科 目（款） 予  算  現  額 収  入  済  額 比較増(△)減額 収 入 率 

財 産 収 入         713,667          713,581 △        85 100.0 

繰  入  金         5,202,152         5,178,226 △     23,925 99.5 

諸  収  入            334             3 △         330      0.9 

都     債         1,000,000             0 △   1,000,000       － 

繰  越  金               1                 0 △      1       － 

 

計        6,916,154         5,891,811 △   1,024,342 85.2 

 

       歳入は、第１款財産収入ほか４款であり、予算現額６９億１，６１５万余円、収入済額５８

億９，１８１万余円、比較減額１０億２，４３４万余円、収入率８５．２％である。 

        歳入の主な内容は、  

   ・財産収入のうち、都市施設用地等の土地売払収入          ６億４，７５３万余円 

・繰入金のうち、都市施設用地の買収に係る借入金償還のための一般会計繰入金      

                               ５１億７，８２２万余円 

   である。 

  

    イ  歳 出                                                        （単位：千円、％） 

科  目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率 

用  地  費     6,916,154     5,891,811            0 1,024,342 85.2 

 

        歳出は、第１款用地費で１項３目に区分し執行しており、予算現額６９億１，６１５万余円、

支出済額５８億９，１８１万余円、不用額１０億２，４３４万余円、執行率８５．２％である。 

 

 - 79 -



      主な執行内容は、 

・先行取得した用地に係る売払代金等の一般会計への繰出金に要したもの 

      （項）用地費  （目）一般会計繰出金           ７億１，０２４万余円 

      ・都市施設用地の買収に係る借入金の償還に要したもの 

（項）用地費   （目）公債費会計繰出金           ５１億７，４６５万余円 

      である。 

 

（５）多摩ニュータウン事業会計  

   ア  歳 入                                                       (単位：千円、％) 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率 

分担金及負担金 1              0 △            1       － 

使用料及手数料 224          47,791 47,567      ー 

国 庫 支 出 金          160,600           92,540 △       68,060      57.6 

財 産 収 入 15,524,240       13,323,831 △    2,200,408      85.8 

繰  入  金           15,299                0 △       15,299       ー 

諸  収   入 216,635          241,349 24,714 111.4 

繰  越  金                1        5,464,100        5,464,099        - 

計       15,917,000 19,169,613        3,252,613     120.4 

                                                                         

       歳入は、第１款分担金及負担金ほか６款であり、予算現額１５９億１，７００万円、収入済

額１９１億６，９６１万余円、比較増額３２億５，２６１万余円、収入率１２０．４％である。 

        歳入の主な内容は、 

   ・財産収入のうち、宅地の土地売払収入             １２０億５，６３９万余円 

   である。 

なお、第６款諸収入（項：弁償金及報償金、項：雑入）において、収入未済額（４，９５６

万余円）が生じている。 

 

   イ  歳 出                                                       (単位：千円、％) 

科 目（款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

ニュータウン事業費 15,917,000   14,409,963            0 1,507,036     90.5 

 

        歳出は、第１款ニュータウン事業費で１項４目に区分し執行しており、予算現額１５９億１，

７００万円、支出済額１４４億９９６万余円、不用額は１５億７０３万余円、執行率９０．５％

である。 
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        主な執行内容は、 

・多摩ニュータウンにおける宅地販売事業に要したもの 

          （項）ニュータウン事業費    （目）宅地販売事業費              ７億１，３９４万余円 

 

・多摩ニュータウン事業に係る都債の償還に要したもの 

          （項）ニュータウン事業費  （目）公債費会計繰出金    １２６億６，８５０万余円 

   である。 

 

（６）市街地再開発事業会計 

     ア  歳 入                                                       (単位：千円、％) 

科 目（款） 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率

分担金及負担金 532,520 530,000 △        2,520 99.5 

使用料及手数料 20,536 22,900           2,364    111.5 

財 産 収 入 7,411,869        9,064,996 1,653,127    122.3 

繰   入   金 32,355,840 27,481,690 △    4,874,149 84.9 

諸   収   入 57,234          126,574           69,340 221.2 

繰    越    金 555,153 1,684,550 1,129,397 303.4 

計 40,933,152 38,910,712 △    2,022,439    95.1 

 

歳入は、第１款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額４０９億３，３１５万余円、収入

済額３８９億１，０７１万余円、比較減額２０億２，２４３万余円、収入率９５．１％である。

 歳入の主な内容は、 

・財産収入のうち、特定施設建築物敷地等の不動産売払収入      ９０億６，３９３万余円 

・繰入金のうち、一般会計からの繰入金                 ２７４億６，９５６万余円 

である。 

    なお、第２款使用料及手数料（項：使用料）において、収入未済額（９８万円）が、第３款財

産収入（項：財産運用収入、項：財産売払収入）において、収入未済額（２億１，３７０万余円、

うち不動産売払代金２億１，３２０万余円）が、第５款諸収入（項：延滞金及加算金、項：弁償

金及報償金、項：雑入）において、不納欠損額(１５万余円)及び収入未済額（６億８８６万余円、

うち売却年賦払利子３億４，２２３万余円、清算金２億２，２６９万余円）が生じている。 

  

     イ  歳 出                               (単位：千円、％) 

科  目 （款） 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

市街地再開発事業費 40,933,152  38,717,929    192,783 2,022,439     94.6 
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歳出は、第１款市街地再開発事業費で１項３目に区分し執行しており、予算現額４０９億３，

３１５万余円、支出済額３８７億１，７９２万余円、翌年度繰越額１億９，２７８万余円、不

用額２０億２，２４３万余円、執行率９４．６％である。  

        主な執行内容は、 

      ・白鬚西地区等の市街地再開発事業に要したもの 

        （項）市街地再開発事業費（目）再開発費               ２７億２１６万余円 

      ・市街地再開発事業に係る都債の償還等に要したもの 

        （項）市街地再開発事業費（目）公債費会計繰出金    ３５４億８，３６６万余円 

      である。 

    翌年度繰越は、繰越明許費１億９，２７８万余円で、その内容は白鬚西地区等における基

盤整備工事等に要する経費である。 

 

（７）臨海都市基盤整備事業会計 

     ア  歳 入                                                        (単位：千円、％) 

科 目(款) 予 算 現 額 収 入 済 額 比較増(△)減額 収 入 率

分担金及負担金 32,600          36,398           3,798     111.7 

使用料及手数料 2                1 △           0      82.0 

繰   入   金 11,922,183 7,322,375 △   4,599,807      61.4 

諸   収   入               2               3               1     198.0 

都         債 9,750,000       5,874,308 △   3,875,691      60.2 

繰   越   金               211            210  △           1     99.5 

計 21,704,998 13,233,297 △   8,471,700      61.0 

                                                                         

       歳入は、第１款分担金及負担金ほか５款であり、予算現額２１７億４９９万余円、収入済額

１３２億３，３２９万余円、比較減額８４億７，１７０万余円、収入率６１．０％である。 

歳入の主な内容は、 

・繰入金のうち、臨海地域開発事業会計からの繰入金          ４０億６，５５７万余円 

・都債                             ５８億７，４３０万余円 

である。 

  

     イ  歳 出                                                     (単位：千円、％) 

科 目(款) 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

臨海都市基盤整備費 21,704,998 13,032,512 2,041,845 6,630,640 60.0 
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歳出は、第１款臨海都市基盤整備費で１項３目に区分し執行しており、予算現額２１７億４

９９万余円、支出済額１３０億３，２５１万余円、翌年度繰越額２０億４，１８４万余円、不

用額６６億３，０６４万余円、執行率６０．０％である。 

主な執行内容は、 

・有明北地区等の臨海都市基盤整備事業に要したもの 

        （項）臨海都市基盤整備費 （目）開発費    １２７億１，９５４万余円 

である。 

       翌年度繰越は、繰越明許費２０億４，１８４万余円で、その内容は、下水道整備等に要する

経費である。 

 

  ２  財産の管理状況 

      ア 財 産 

区   分 平成１６年度末現在高 平成１５年度末現在高 増（△）減  

１ 公有財産 

      土   地 

      建   物 

    無体財産権 

      有 価 証 券 

 

 

 

      出資による権利 

２ 不動産信託の受益権

３ 物  品 

４ 債  権 

     21,190,355.61 ｍ２

     17,865,928.08 ｍ２

 著作権       ２ 件

 株券 

   121,882,181,500 円

 出資証券 

                 0 円 

   202,579,590,200 円

          １ 件 

          ３２１ 点 

1,053,528,929,612 円

     21,803,693.18 ｍ２  

     17,835,186.15 ｍ２

 著作権       ２ 件

 株券 

    90,244,500,000 円 

 出資証券 

    27,065,681,500 円

   192,531,590,200 円

         １ 件 

          ３４８ 点 

1,043,765,245,725 円 

 △    613,337.57 ｍ２

       30,741.93 ｍ２

               ０ 件 

 

   31,637,681,500 円

 

△27,065,681,500 円

10,048,000,000 円

               ０ 件 

 △          ２７ 点

    9,763,683,887 円

  

       都市整備局で所管している財産は上表のとおりであり、その主な増減事由は、 

・土地の減少は、八王子市大谷町の土地（２４万７，６０７．８４ｍ２ 

 ）の財務局への引継ぎ及

び相原・小山地区開発事業用地（８万２，４８５．３４ｍ２ 

 ）の売却によるもの 

・建物の増加は、葛飾区新宿六丁目アパートの建築（１万５，８１５．２７ｍ２ 

 ）によるもの 

・有価証券（株券）の増加及び有価証券（出資証券）の減少は、帝都高速度交通営団が廃止され､

新たに東京地下鉄株式会社が設立されたことにより出資証券（２７０億６，５６８万１，５０

０円）が株券となったもの 

・出資による権利の増加は、首都高速道路公団に対する出資によるもの 

・債権の増加は、首都高速道路公団に対する貸付けによるもの 
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     である。  

 

      イ  債権のうち貸付金の年度末残高                                      （単位:千円） 

貸付金の種類（名称） 平成１６年度末残高 滞納（収入未済）額 

 首都高速道路公団貸付金    ２４０，２６６，５６４                 ０ 

 東京都地下鉄建設株式会社貸付金    ２０１，６６８，０９５                  ０ 

 多摩都市モノレ－ル株式会社貸付金      ２７，５００，０００                  ０ 

 東京地下鉄株式会社貸付金       ５６，０１６，８８３                  ０ 

 

 首都圏新都市鉄道株式会社貸付金     １２６，０１８，７６０                  ０ 

羽田空港再拡張事業貸付金      １，４８８，０００          ０ 

公社都民住宅供給助成事業貸付金 １８７，３４９，３４６                 ０ 

東京都住宅供給公社貸付及補助事業貸付金 ２００，５５０，５９７                 ０ 

住宅資金貸付金 ６９０，７６２     ２１８，１２０ 

改良住宅等移転資金貸付金         ２，７１４       １１，２５３ 

市街地再開発事業生業資金貸付金 １０，０００                 ０ 

区画整理移転資金貸付金        １４，４０７           ０ 

多摩ニュータウン活性化事業貸付金       ２８８，８７５                 ０ 

土地区画整理組合等貸付金       １６７，０００           ０ 

合      計 １，０４２，０３２，００３ ２２９，３７３ 
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